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看護闘争ニュース 

離職防止へ 国・自治体の動き
新人看護師に臨床研修、技術低下歯止め狙う

厚労省
新人看護師の技術不足が問題となる中、厚生労働省は、「看護師版の臨床

研修制度」の創設も視野に、新人研修のあり方について検討を始める。手

始めに来年度、全国の病院などでモデル事業を行い、効果的な研修方法を

探る。医師については、2004年から2年間の卒後臨床研修が義務付けられ

たが、新人看護師の研修は個々の病院に任されているのが実情。 

看護力の低下は、医療ミスだけでなく、自信喪失による早期離職も招い

ており、同省では、研修制度を充実させることで、新人看護師の職場定着

にもつなげたい考えだ。 

 日本看護協会の昨年の調査では、基礎的な看護技術８０項目のうち、注

射、止血など１６項目について「１人でできる卒業生が20％未満」という

看護学校が過半数を占めた。1989 年に、看護教育カリキュラムの中の実習

時間が大幅に減らされたのが一因と見られ、看護能力の低下による投薬ミ

スや挿管ミスなどが、患者の死につながった例も報告されている。   
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看護師採用試験を前倒しで 全国で最速実施 
 名古屋市／愛知

 看護師不足で市立２病院の一部病棟を４月から休止している名古屋市

は、０７年度の採用試験を例年より４カ月前倒しし、全国で最も早い５

月２７日に実施する。採用試験は、実習や見学などを終えた学生が一段

落する夏以降に行うのが普通。この時期の開催は異例といい、慢性的な

看護師不足の解消を狙った先手必勝の作戦に出た格好だ。 

 市は例年、９月に採用試験を行い、定員が満たなかった場合に緊急的

に翌年の１～３月に追加募集を実施してきた。しかし今年度は既に８、

９、１２月に追加募集の日程を組んだ。募集資格も昨年度までの３５歳

未満から４５歳未満に引き上げた。 

 市は０５年度から学生確保のために愛知、岐阜、三重、静岡の東海４

県の看護学校を訪問しているが、今年度はこれまでに東海４県と滋賀県

の計４７校（０６年度３４校）を訪問したほか、今後も訪問範囲を北陸、

近畿、九州方面に広げていく予定。 

 また、民間主催の看護師の求人イベントについて、名古屋市は市内の

イベントしか参加してこなかったが、今年度は東京、神奈川、岡山で７

月に実施されるイベントへの参加を決めている。 

新人離職の防止策 経験者の復職支援も
東京都

東京都は、離職率が高い新人と復職希望の経験者の支援を柱とした本

格的な看護職員の確保策に乗り出すことを決めた。都内の民間病院と看

護師資格を持った都内在住者が対象で、今夏の運用をめざす。 

離職防止を含めた総合的な看護職員対策は自治体レベルでは初めて

で、今後、看護師確保を巡る動きが本格化しそうだ。 

 都は離職対策を５年計画で実施する方針。新人を手厚く指導できるよ

う病院の研修態勢を支援する。３００床以上の大病院には、研修を担当

する専任職員の人件費を最大４分の３補助。専任配置が厳しい３００床

未満の病院には都が指導員を派遣し、効果的な研修プログラムを助言す

る。研修の際に使う人形の購入費は病床数に関係なく半額補助する。 

 復職を希望する看護師の支援策としては、都内にある２４カ所程度の

病院を「地域就業支援病院」に指定。地元の指定病院で最新の医療知識

に関する講義や注射・採血の実習が無料で受講できる仕組みをつくる。

ニーズに応じた再就職先のあっせんも行う。 
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